
行政評価（内部評価）結果総括表

＜令和2年度実施計画分＞

令和3年５月





１．まちづくりを支
える人材の育成

まちづくりマイス
ター累計認定者数

（人）
------------------

100
------------------

100

まちづくり課 81.3 　まちづくを支える人材の育成に向けて、
地元への定着や回帰を支援するため、次年
度に延期することとなった3／2成人式等
の出会いの場、交流機会の創出は有効であ
る。
　任期終了となった地域おこし協力隊につ
いては、これまでの実践研修を踏まえて、
町内への居住と就業に結びついている。
　また、コロナ禍を受け、移住定住に向け
たリアルな交流や相談等は開催できなかっ
た。
-------------------------------------
　地域おこし協力隊制度の幅広い分野での
活用を進める。
　また、若者定着奨学金返還支援制度の継
続、やまがた出会いサポートセンターとの
連携を通して、広域的な婚活相談体制を継
続し、地元回帰、就業、定着に結び付けて
いく。

まちづくり課 75.0 　コロナ禍を受け、ほとんどの交流事業は
中止となったが、本年度から開始した愛知
大学学生の実習講座については、オンライ
ンにより実施した。また、やまがた里の暮
らし推進機構と連携し、都市住民へのプロ
モーションのほか、オンラインによる暮ら
しの情報発信を継続的に行い、川西ファン
の拡大に努めた。
-------------------------------------
　継続的な交流により、町民や事業者が自
信と自発的な活動に広がり、関係人口とし
て深化していくよう誘導していく必要があ
る。

生涯学習課 87.5 　遅筆堂文庫及び図書館、劇場の機能を併
せ持つ複合施設であるフレンドリープラザ
の情報発信を図るとともに、新型コロナウ
イルス感染症の影響を受けながらも、でき
る限りの事業開催に努めた。フレンドリー
プラザ及び交流館あいぱるとも、新型コロ
ナの感染対策を講じながらサークル活動の
拠点としての利用に供した。
-------------------------------------
　フレンドリープラザの機能を活かした事
業を展開し、利用者の拡大に向けた取り組
みを継続して行っていく。交流館あいぱる
については、利用者（団体）の定着を図る
とともに広く情報発信に努め、利用者拡大
を図っていく。

ふるさと交流大使等
委嘱者数（人）

------------------
39

------------------
47

人材育成を基本に、魅力ある人
材を資源とした交流の促進、そ
して学習機会の提供で構成され
ており、施策全体の有効性は担
保されている。
　今後は、より多くの町民の参
画を得られる事業内容の工夫
や、川西ファン（準町民）の拡
大に向け、交流を支える組織等
の活動の活性化や、データベー
ス化など事業参加者と本町をつ
なぐ仕組みの確立が求められ
る。

概ね順調１．未来を担うひとづ
くり

２．人をつなげる交
流の促進

行政評価（内部評価）結果総括表（令和元年度実施計画）

政策名 施策名
１次評価

点数
担当課

１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

評価結果 最終評価意見

第１節　「集まる」まちをつくる（ひとづくり）
KPI（上段）

Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

　コロナ禍において事業推進に工
夫がみられた。交流自体を制限せ
ざるを得ない状態の下、「小さな
マメテン」等、細やかに事業を進
め参加者の期待や交流継続に応え
てきた。オンライン等の通信手段
活用は新たな交流等の可能性を広
げるものになる。
------------------------------
　川西ファンをつなぎ拡大に向け
ては、ふるさと交流大使の活躍を
促す工夫等、コロナ禍の中の取組
みに期待する。ファンは町外とあ
わせ町内にも視野を広げていく視
点も持つ。本間喜一奨学制度に始
まる愛知大学との交流定着・発展
を図る。

75.0
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３．心を豊かにする
学びの創造

生涯学習関連講座等
への受講登録者数

（人）
------------------

471
------------------

2,500

生涯学習課 75.0 　「世代」に視点を置いた学びに取り組む
予定であったが、新型コロナウイルス感染
症の拡大により、多くの事業を中止せざる
を得なかった。
-------------------------------------
　世代や時代に即した学びの提供に努める
とともに、コロナ禍においてどう学びの場
を提供できるか、状況に応じた対応を考え
ながら取り組んでいく。

１．男女共同参画意
識の醸成

審議会・委員会への
女性登用率（％）

------------------
88.5

------------------
100.0

まちづくり課 75.0 　コロナ禍の中、啓発展示の取り組みは中
止したが、感染予防対策を講じながら男女
共同参画講座を実施し、男性の家事や育児
への参画等の意識啓発に努めた。
　第4次男女共同参画計画をかわにし未来
ビジョン後期基本計画の主要プロジェクト
に位置づけし、具体的な施策推進としてア
クションプランを策定した。
-------------------------------------
　男女共同参画は、家庭、地域、職場等の
社会全体における理解の浸透、醸成が基本
である。新たなアクションプランに基づ
き、町民の意識啓発を継続的に取り組むと
ともに、情報交換やスキルアップ講座等の
女性の活躍を後押ししていく取り組みを進
めていく。

まちづくり課 75.0 　町が設置する審議会・委員会における女
性登用率は92.0％となり、目標達成に近
づいている。
-------------------------------------
　女性が施策や方針決定過程に参画し、女
性の意見や視点が各種計画づくりや施策に
反映されるよう、全ての審議会・委員会に
おける女性の参画を目指す。

産業振興課 75.0 　農業分野における女性の参画を促すため
の支援策として有効であるが、農業経営へ
の参画といった、より積極的な視点での支
援策、誘導策の検討が必要な状況にあるた
め。
-------------------------------------
　より女性農業者のニーズに沿った支援策
への見直しを図りながら、女性の活躍、女
性ならではの新たな農業経営の発展に向け
支援していく必要がある。

２．女性が輝く社会づ
くり

　男女共同参画推進計画の進行
管理のもとに計画に掲げた事務
事業の進捗を図ることはもとよ
り、地域社会全体に対する働き
かけなど多くの要因を積み重ね
て得られる政策のため、施策間
の連携と一体的な進捗が求めら
れる。

やや課題
あり

認定女性農業者数
（人）

------------------
8

------------------
10

２．女性の能力が発
揮しやすい環境の整
備

人材育成を基本に、魅力ある人
材を資源とした交流の促進、そ
して学習機会の提供で構成され
ており、施策全体の有効性は担
保されている。
　今後は、より多くの町民の参
画を得られる事業内容の工夫
や、川西ファン（準町民）の拡
大に向け、交流を支える組織等
の活動の活性化や、データベー
ス化など事業参加者と本町をつ
なぐ仕組みの確立が求められ
る。

概ね順調１．未来を担うひとづ
くり

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名
KPI（上段）

Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

　クォータ制は女性活躍の社会的
な認知度を高めるため有効とさ
れ、本町では徐々に目標に近づい
ている。本町の主産業である農業
において、女性が経営者として成
長を図る女性農業者支援事業は一
定の成果を果たしている。
------------------------------
　農業経営者として成長した女性
農業者が、他に波及しけん引して
いくことに必要な支援を検討す
る。技術的な側面や経営上の課題
等を互いに交流する機会の創出等
ソフト面を考慮した取り組みを図
る。広く全般の課題として、２０
代等の女性が活躍し活動できる場
が求められている。

68.8
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まちづくり課 75.0 　役場事業所として、パープルリボン着用
行動を行い、職員一人ひとりが虐待防止へ
の理解を深めるとともに、来庁者に向けた
啓発活動に取り組んだ。
　また、男女共同参画講座では、男性の参
加率が3割であったが、男性の家事や育児
への参画意識の啓発に努めた。
-------------------------------------
　男女共同参画は、家庭、地域、職場等の
社会全体における理解の浸透、醸成が基本
である。新たなアクションプランに基づ
き、町民の意識啓発を継続的に取り組むと
ともに、情報交換やスキルアップ講座等の
女性の活躍を後押ししていく取り組みを進
めていく。

福祉介護課 87.5 　虐待対応については、関係課や関係機関
が連携し適正に対応している。
-------------------------------------
　虐待防止を目的とした啓発活動の強化が
必要である。

健康子育て課 81.3 　コロナ禍の中、子育て世代包括支援セン
ター事業等を工夫して行いながら、切れ目
ない支援を展開。
-------------------------------------
　個々の状況・需要に応じ寄り添う支援を
実施。

住民生活課 75.0 　１８歳までの医療費の無償化について
は、住民に安心を与える施策となっている
が、出生率を上げることにはつながらな
い。
-------------------------------------
　国の施策として取り組むよう要望してい
くことが必要である。

健康子育て課 87.5 　「第２期子ども・子育て支援事業計画」
の初年度。コロナ禍で、休園したり、利用
者減少などの影響が出ているが、保護者の
保育ニーズに一定程度対応できたと捉えて
いる。
-------------------------------------
　「第２期子ども・子育て支援事業計画」
の推進と併せ、関係する計画・事業との連
動を目指す。

教育総務課 87.5 　共働きなどにより日中留守家庭となる児
童に対して、遊びや生活の場を提供するこ
とで、児童の健全育成とともに子育て世代
が働きやすい環境が整えられた。また、利
用料の支援を行い保護者の財政的な負担軽
減が図られた。
-------------------------------------
　今後とも住民ニーズの把握に努め、事業
の改善を図り、保護者が働きやすい環境づ
くりを推進していく。

　子育てに対する相談体制等は整
備されているが、家庭における役
割分担の見直しを促すためには、
意識の啓発を図りながら取り組み
を進める必要があり、その仕組み
づくりが課題である。
------------------------------
　男女共同参画意識の醸成を図る
取り組みと一体的に事業を推進
し、意識の啓発を図りながら家庭
や地域における役割分担の見直し
を促すなど、施策の有効性を高め
る工夫が必要である。

75.0ママパパ教室への
男性の参加率（％）
------------------

39.1
------------------

40.0

３．女性が安心して
暮らせる環境の整備

合計特殊出生率
（前年度実績）

------------------
1.65

------------------
1.66

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２．女性が輝く社会づ
くり

　男女共同参画推進計画の進行
管理のもとに計画に掲げた事務
事業の進捗を図ることはもとよ
り、地域社会全体に対する働き
かけなど多くの要因を積み重ね
て得られる政策のため、施策間
の連携と一体的な進捗が求めら
れる。

やや課題
あり

　子育て環境の充実に対する注
目が高まる中、学校のみならず
地域や家庭との連携が図られて
いる。
　今後の課題としては、小松保
育所整備の方向性の明確化や、
小中学校普通教室へのエアコン
の整備等、計画的な施設の整
備、維持管理の推進等が挙げら
れる。

概ね順調 　施策に対しては、１８歳までの
医療費の無償化等、住民に安心を
与える施策を進めている。　コロ
ナ禍で、休園したり、利用者減少
などの影響が出たが、保育ニーズ
に一定程度対応できている。これ
により児童の健全育成、子育て世
代が働きやすい環境が整えられ
た。
------------------------------
　住民ニーズの把握に努め、事業
の改善を図り、保護者が働きやす
い環境づくりを推進していく。

81.3３．子どもが夢を持ち
健やかに育つ環境づく
り

１．子育て環境の充
実

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名
KPI（上段）

Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

3



教育総務課 81.3 　地域の子どもは地域で育てるという、地
域の意識が育まれ、子どもたちは地域への
理解を深め、郷土への愛着を醸成させてい
けるよう、学校・家庭・地域が連携した取
り組みが行われた。
　また、統括コーディネーターの配置によ
り、コーディネート機能の強化が図られ、
事務処理ソフトの活用により各校のコー
ディネーターの事務軽減が図られた。
-------------------------------------
　地域の力が学校に、学校の力を地域に還
元し、より一層相乗効果が図られよう、ボ
ランティア等の管理、広域利用等の調整な
ど、地域の実情に応じた活動が効果的かつ
効率的に実施できる体制構築をさらに進め
る。併せて、教職員の負担感の軽減も図っ
ていきたい。

生涯学習課 81.3 　県及び青少年育成推進委員が中心となっ
て青少年健全育成のための啓発活動などを
実施した。
-------------------------------------
　子どもを取り巻く課題は多様化、複雑化
している。時勢にあった内容の研修会を実
施するなど、地域・家庭・学校で共通する
課題の解決に向けた取り組みを進める。

３．幼児児童生徒の
学ぶ力の育成

全国学力学習状況調
査における全国平均

を上回る教科数
（教科）

------------------
未実施

------------------
8

教育総務課 81.3 　教職員に対し、子どもたちに確かな学力
を身に付けさせるため、それぞれの課題に
応じ教科の授業改善に向けた専門研修や
ユーチューブを活用した英語指導方法の共
有化を実施した。
　また、学校への不適応を示す子どもたち
に対しては、フリースクールを設置し、学
習支援等を行うとともに、何らかの支援が
必要な児童生徒に対しては、学習支援員を
各学校に配置し、個々に状況にあわせた支
援を行った。さらに、放課後の学習支援を
行うなど家庭学習を補完する取り組みも
行った。
-------------------------------------
　新指導要領に対応し、児童生徒の学力向
上のため、学力向上アドバイザーにより探
求型学習の推進に向けた授業改善指導、英
語アドバイザーを活用した授業力向上と英
語力向上の指導を受けるなどを継続し、教
員の指導力を高めていく必要がある。
　また、郷土愛の醸成を図るとともに読解
力・思考力・表現力の向上を目指し、新聞
を活用した学習活動にも取り組んでいく。

68.8２．地域・家庭・学
校が連携した教育の
推進

コミュニティ・
スクール実践校数

（校）
------------------

7
------------------

7

　少子化や核家族化の進行に伴う
生活様式の変化が子育て環境に変
化をもたらしている。地域、家
庭、学校が連携して子どもを育て
る体制づくりが地域に応じて小中
学校段階は定着してきた。地区を
超えて全町的な活動を担う青少年
育成推進員等による啓発活動はコ
ロナ禍で充分ではなかった。
------------------------------
　学校の場での働き方改革や部活
動等の見直し等により、一層地域
で子育てを担う方向性が表れてい
る。家庭と地域が連携して子ども
の健全育成を図ることを地域活動
の大きな柱にし取組むことがます
ます求められてくる。

　子育て環境の充実に対する注
目が高まる中、学校のみならず
地域や家庭との連携が図られて
いる。
　今後の課題としては、小松保
育所整備の方向性の明確化や、
小中学校普通教室へのエアコン
の整備等、計画的な施設の整
備、維持管理の推進等が挙げら
れる。

概ね順調３．子どもが夢を持ち
健やかに育つ環境づく
り

4



４．健やかに育む教
育環境の充実

全国学力学習状況調
査における全国平均

を上回る教科数
（教科）

------------------
未実施

------------------
8

教育総務課 75.0 　子どもたちが安全に安心して充実した学
校生活が送れるよう安全な通学の確保、健
全な発達に資するための学校給食の提供、
空調設備整備のほか、計画的な施設の修
繕・改修等維持管理を行った。
　また、ＩＣＴ活用による情報教育のため
の機器や環境の整備、いじめ問題の早期発
見・早期解決に取り組んだ。
-------------------------------------
　施設設備等の維持管理については、児童
生徒が安全に学校生活を過ごせるよう、計
画的に整備していく必要がある。
　業務によっては、児童生徒数推移を見据
え、安全性と効率性に留意し、業務委託を
検討していく必要がある。
　また、今後とも、児童生徒数が減少傾向
にあるので学校の適正配置の検討や、保護
者負担の軽減に努めながら、児童生徒のさ
らなる競技力の向上、心身の健全育成を図
る必要がある。

まちづくり課 75.0 　パークゴルフ場については、コロナ禍の
中、感染予防対策を徹底しながら施設の管
理運営に努め、町民の健康増進と地域間交
流の場として、目標を超える利用実績と
なった。
-------------------------------------
　パークゴルフ場と浴浴センターを一体的
に指定管理を行うことにより、ダリヤ園や
置賜公園等のふれあいの丘一帯の資源との
連携と活用を図り、交流促進に努めてい
く。

住民生活課 75.0 　健診結果により指導が必要であるが、指
導に協力的でない場合の対応が難しい。
-------------------------------------
　現在も懸命に指導、訪問等を実施してい
るが、保健師による積極的な指導が必要。

福祉介護課 81.3 　コロナ禍により、健康レクリエーション
大会は中止、老人クラブ活動も大幅な縮小
となった。
　一方で生活困窮等の相談件数は増加傾向
にあるため、自殺予防対策の取り組みの一
つである相談業務が重要となってきてい
る。
-------------------------------------
　高齢者を対象とした事業については、感
染予防対策が講じ実施することを基本とす
る。
　相談者の課題や悩みについて、丁寧な相
談と適切な対処に努める。

81.3

　子育て環境の充実に対する注
目が高まる中、学校のみならず
地域や家庭との連携が図られて
いる。
　今後の課題としては、小松保
育所整備の方向性の明確化や、
小中学校普通教室へのエアコン
の整備等、計画的な施設の整
備、維持管理の推進等が挙げら
れる。

概ね順調３．子どもが夢を持ち
健やかに育つ環境づく
り

初めて要介護認定を
受けた人の平均年齢

（歳）
------------------

82.９
------------------

84.0

　パークゴルフ場や体育館等の施
設にかかる管理運営は有効な活用
が図られている。健康増進事業等
も施設を利活用し工夫が凝らされ
ている。
------------------------------
　町民一人１スポーツに親しめる
生涯スポーツの普及振興や町民自
ら自律した健康づくりを進める機
運につながるプログラム構築が必
要である。

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名
KPI（上段）

Ｒ1実績値（中段）
Ｒ1目標値（下段）

１．心と体の健康づ
くりの推進

４．生涯現役で生活で
きる健康元気づくり

　町民の健康づくりに向けた各
種計画に掲げた事業等の進捗を
図ることはもとより、関係組織
等と連携し、町民主体の活動の
推進が図られる仕組みの確立
や、各種指導・相談体制の充実
を図り、フォロ－アップ体制を
強化するなど、一層の進展が求
められる。
　今後の課題としては、公立置
賜川西診療所と福祉センターの
施設整備の検討の推進が挙げら
れる。

概ね順調
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健康子育て課 81.3 　コロナ禍であるが、健康寿命を延ばすた
め、重症化予防、早期発見・早期治療等の
事業を例年通り展開した。
-------------------------------------
　健康寿命への意識づけ、動機づけを図る
ため、普及啓発、検診受診勧奨、魅力ある
健康づくり事業など一層の推進を図る。

生涯学習課 87.5 　スポーツ推進委員個々の研さんに努めな
がら、地区及び町のスポーツ振興に努め
た。
　ホッケー競技の競技力向上に努め、中学
生や高校生の好成績につながっている。
-------------------------------------
　健康づくりのため、競技スポーツにとら
われない生涯スポーツの普及・推進を図っ
ていく必要がある。

住民生活課 75.0 　年間７回の医療費通知、ジェネリック医
薬品の促進、腎症重症化対策等医療費削減
に努めている。本町の医療費が高いことを
さらに被保険者に周知を図る必要がある。
-------------------------------------
　医療機関、薬局等との更なる連携強化や
被保険者に対する啓発が必要。

健康子育て課 87.5 　新たに１診療所が開院し地域医療の充実
が期待される。
　公立置賜総合病院は、コロナ禍で経営が
悪化しているが、構成団体で財政支援を
行った。年度後半は患者数が徐々に回復傾
向にある。
-------------------------------------
　川西診療所の老朽化、置賜広域病院企業
団の財政支援等の課題解決を図る。

住民生活課 87.5 　母子家庭及び父子家庭の医療費自己負担
分の軽減により経済支援が図られている。
-------------------------------------
　今後も継続して支援が必要。

福祉介護課 81.3 　コロナ禍による生活困窮世帯の増加が心
配されるが、相談に対しては、福祉事務所
や社協などの関係機関と連携し、適切に対
処している。
-------------------------------------
　関係機関が連携した適切な対処に継続し
て努める。

健康子育て課 81.3 　ひとり親世帯、生活困窮者への支援を実
施。特にコロナ禍に対応した支援を国、県
と協調して行った。
-------------------------------------
　関係機関と連携しながら、より細やかな
支援を目指す。

81.3

　人口減少傾向にもかかわらず医
療費の減少に反映されていない。
青年期からの健康意識づくりが必
要である。医療圏としての医療供
給体制は充実しているが地域的な
偏在がある。
------------------------------
　医療の重症化を防ぎ、川西診療
所の今後のあり方の検討を含めた
町中心市街地における医療供給体
制の維持を図る。

75.0

81.3 　セーフティネットとしての福祉
行政の役割に応じた取組みが図ら
れている。
------------------------------
　地域においては民生委員児童委
員が生き生きと活動できる体制を
支援するとともに、行政では行き
届かない細やかな支えあいを担う
社会福祉協議会活動との連携をよ
り強める。

初めて要介護認定を
受けた人の平均年齢

（歳）
------------------

82.９
------------------

84.0

　パークゴルフ場や体育館等の施
設にかかる管理運営は有効な活用
が図られている。健康増進事業等
も施設を利活用し工夫が凝らされ
ている。
------------------------------
　町民一人１スポーツに親しめる
生涯スポーツの普及振興や町民自
ら自律した健康づくりを進める機
運につながるプログラム構築が必
要である。

１．心と体の健康づ
くりの推進

４．生涯現役で生活で
きる健康元気づくり

　町民の健康づくりに向けた各
種計画に掲げた事業等の進捗を
図ることはもとより、関係組織
等と連携し、町民主体の活動の
推進が図られる仕組みの確立
や、各種指導・相談体制の充実
を図り、フォロ－アップ体制を
強化するなど、一層の進展が求
められる。
　今後の課題としては、公立置
賜川西診療所と福祉センターの
施設整備の検討の推進が挙げら
れる。

概ね順調

一人当たりの医療費
（円／月）

------------------
36,605

------------------
36,711

２．地域医療の充実

生保・ひとり親世帯
支援世帯数（世帯）
------------------

175
------------------

206

３．地域福祉の推進
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４．高齢者福祉の充
実

初めて要介護認定を
受けた人の平均年齢

（歳）
------------------

82.9
------------------

84.0

福祉介護課 81.3 　地域包括ケアシステムの構築に取り組ん
でおり、医療と介護の連携や介護予防活動
などは徐々に充実してきているが、生活支
援体制の整備の進捗が思わしくない。
-------------------------------------
　２層の生活支援コーディネーターの活動
環境の整備と各地区交流センターとの連携
強化を図る必要がある。

住民生活課 87.5 　重度心身障がい（児）者の医療費を軽減
することにより、恒常化、高額化しやすい
対象者の医療費負担の軽減が図られてい
る。
-------------------------------------
　今後も継続して支援が必要。

福祉介護課 81.3 　町内に障がい福祉サービス事業所が少な
いため、多くの障がい者が町外にある事業
所を利用している状況であり、移動手段の
確保も必要となることから、希望するサー
ビスが受けられないケースもある。
-------------------------------------
　障がい福祉事業所の町内開設などを促す
ような事業所支援とともに、移動手段の確
保に対する支援策の検討が必要である。

まちづくり課 68.8 　コロナ禍の中、夏まつりをはじめ、多く
のイベントが中止や縮小となったが、町報
やホームページ、フェイスブックのほか、
やまがた里の暮らし推進機構ではオンライ
ンを活用し、町の魅力や暮らし情報につい
て発信に務めた。
　また、県外移動や帰省自粛の中、県外に
就学している学生に対して、地元産品によ
る生活支援とふるさと応援の取り組みを実
施した。
-------------------------------------
　町の資源や生活文化を再評価し、戦略性
のあるプロモーションを展開し、価値やブ
ランド力を高めていくことが必要である。

産業振興課 75.0 　新型コロナウイルス感染症拡大の影響か
ら、予定した事業の実施が困難な状況に
あったものの、参画事業者等との連携を図
りながら対応策を検討し、実施内容、規模
等を縮小しながらも取り組みを進めてきた
ため。
-------------------------------------
　事業の実施を通して本町の魅力の情報発
信の効果は高い。今後は、現在の仕組みを
土台としながら参画者間の連携を図り、実
施内容の充実、価値を高める仕組みづくり
を検討する必要がある。

　個々の施策は、対外的なア
ピール力があり、本町のＰＲに
は一定の成果を得ている。
　今後の課題としては、町全体
のブランド確立に向けた検討の
推進が挙げられる。

概ね順調

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

75.0 　多くの障がい者が町外にある事
業所を利用している状況であり、
移動手段の確保も必要となること
から、希望するサービスが受けら
れないケースもある。
------------------------------
　障がい福祉事業所の町内開設な
どを促すような事業所支援ととも
に、移動手段の確保に対する支援
策の検討が必要である。

５．川西ブランドづく
り

１．郷土の誇りづく
りの推進

かわにし夏まつり
来場者数（人）

------------------
中止

------------------
10,000

　フレンドリープラザ、地酒と黒
べこまつり、吉里吉里忌の開催等
は、町内外から好評であり、開催
を期待されていることから郷土の
誇りと呼ぶにふさわしいものに定
着してきている。
------------------------------
　他にはないプラザの取組み、町
を挙げたイベント等は本町の魅力
を形作っている。個々の取組みを
総合的に発信する等、交流人口の
獲得から関係人口拡大につなげ
る。

75.0

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名
KPI（上段）

Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

４．生涯現役で生活で
きる健康元気づくり

　町民の健康づくりに向けた各
種計画に掲げた事業等の進捗を
図ることはもとより、関係組織
等と連携し、町民主体の活動の
推進が図られる仕組みの確立
や、各種指導・相談体制の充実
を図り、フォロ－アップ体制を
強化するなど、一層の進展が求
められる。
　今後の課題としては、公立置
賜川西診療所と福祉センターの
施設整備の検討の推進が挙げら
れる。

概ね順調

５．障がい者（児）
福祉の充実

自立支援給付サービ
スの利用者延べ人数

（人）
------------------

445
------------------

366
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生涯学習課 87.5 　フレンドリープラザが持つ複合施設の要
素は、他施設にはない特徴があり、文化活
動の活動拠点となっている。
-------------------------------------
　フレンドリープラザを会場とした吉里吉
里忌や芸術文化祭、各種音楽のイベントな
どにおいて町民の参画を推進していく。

２．地域の資源を生
かす活動（地域学）
の推進

文化財等地域資源
を活用した事業
参加者数（人）

------------------
335

------------------
1,000

生涯学習課 81.3 　文化財保護調査委員会において、町内に
埋もれた未来に残すべき宝についての議論
を進めている。
　貴重な里山の景観を残す下小松古墳群の
保全と活用について、地元を中心に取り組
まれている。
-------------------------------------
　地域に数多く存在する文化財の掘り起こ
しを行い光を当てていくとともに、文化的
な価値を評価しながら保存や活用を図って
いく。

　個々の施策は、対外的なア
ピール力があり、本町のＰＲに
は一定の成果を得ている。
　今後の課題としては、町全体
のブランド確立に向けた検討の
推進が挙げられる。

概ね順調５．川西ブランドづく
り

１．郷土の誇りづく
りの推進

かわにし夏まつり
来場者数（人）

------------------
中止

------------------
10,000

　フレンドリープラザ、地酒と黒
べこまつり、吉里吉里忌の開催等
は、町内外から好評であり、開催
を期待されていることから郷土の
誇りと呼ぶにふさわしいものに定
着してきている。
------------------------------
　他にはないプラザの取組み、町
を挙げたイベント等は本町の魅力
を形作っている。個々の取組みを
総合的に発信する等、交流人口の
獲得から関係人口拡大につなげ
る。

75.0
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１．地域づくりの推
進

地域経営母体設立数
（地区）

------------------
7

------------------
7

まちづくり課 87.5 　新型コロナウイルスの感染拡大を受け、
センター長会や定例ミーティング、地域づ
くり連絡協議会等を通して、対策や方向性
について意見交換と情報共有を図った。施
設の一時利用休止に加え、多くの事業や会
議が中止や縮小を余儀なくされた中で、感
染予防対策の徹底と内容の見直しや工夫に
より、全地区で秋まつりが開催され、地域
住民の交流機会の創出に努力された。
　また、各地区運営組織との意見交換を行
い、現状や課題を共有しながら、次期指定
管理のあり方について方向性を示すことが
できた。
-------------------------------------
　コロナの収束が見えない中で、新しい生
活様式とともに地域住民の交流や参画機会
が制限され、地域づくりに対する意識の停
滞が懸念される。引き続き、地域自立推進
制度を継続し、町や各地区との情報共有を
行い、地域づくりの維持に努めていく。少
子高齢化や人口減少社会の中で、地域の担
い手、人材確保が大きな課題であり、持続
可能な地区経営、支援のあり方について研
究していく必要がある。
　地域おこし協力隊については、町の課題
解決に必要な人材の育成、任期終了後の定
住を見据えた活動カリキュラムを行う。

２．地域コミュニ
ティの維持

自治会未加入世帯
（世帯）

------------------
490

------------------
420

まちづくり課 87.5 　行政情報の町民への定期的な周知伝達に
加え、新型コロナウイルスの感染予防啓発
や７月豪雨の被害把握など、自治会長を通
した情報伝達と共有は有効に機能してい
る。
　また、行政と地区との協働のまちづくり
に向けて、各地区センター長会や地域づく
り連絡協議会の開催、地域支援事業交付金
やコロナ対策補助金を交付し、各地区主体
の地域活動の支援を図った。
-------------------------------------
　自治会未加入世帯の増加や自治会担い手
の確保、組織の維持等が課題である。相互
扶助等の自治組織の有用性について、周知
啓蒙に取り組むとともに、自治組織のあり
方や再編等について研究していく。
　人口減少が加速的に進む中で、将来の地
区経営や地域支援のあり方について、庁内
全体の課題として各地区運営組織と連携し
て研究していく必要がある。

第２節　「楽しい」まちをつくる（ちいきづくり）

１．地域を支える自立
したコミュニティづく
り

概ね順調 　各地区経営母体が策定した地
区計画に基づいた地域づくりの
促進を通して、まちづくり基本
条例に基づく「協働」によるま
ちづくりの推進が図られてい
る。
　さらに、「共創」の概念を取
り入れ、地区計画に掲げた事業
等の実践を促すことで、協働に
よるまちづくりの充実、成熟が
期待される。
　一方、自治会未加入世帯が増
加傾向にある中、住民ニーズの
把握に努め、それに対応した誘
導策等の検討が求められる。

KPI（上段）
Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

１次評価
点数

１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名 担当課
２次評価

点数
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まちづくり課 87.5 　空家バンク制度について、関係課との空
家情報の共有把握、やまがた里の暮らし推
進機構と連携した登録の促進や移住者への
きめ細かな情報発信により、登録件数や成
約数も順調に推移した。
-------------------------------------
　引き続き、関係課との空家情報の共有
と、やまがた里の暮らし推進機構やふるさ
と回帰センター等の移住相談と連携し、空
家バンク制度の信頼性を高めていく。

住民生活課 68.8 　空家の適正管理を所有者に周知し、危険
空家等の発生を未然に防止し、近隣住民へ
の被害を防止している。空家調査を行い、
現状把握に努めている。
-------------------------------------
　空家は個人の財産であり、また、未相続
であるなど行政の介入には限界があるた
め、丁寧な対応が必要。

地域整備課 87.5 　住宅支援事業については、事業内容が住
民及び事業者に浸透しており需要が高い。
　移住人口については、若者支援事業で１
５人、定住人口については、若者支援事業
で９人、三世代支援事業で１９人、合計２
８人の移住定住促進が図られた。
　また、町内事業者への経済効果が図られ
た。
-------------------------------------
　住宅施策については、３支援事業により
推進しているところであり、共に需要が高
く、住民及び事業者に浸透している。
　更に住民の支援に対するニーズを把握し
見直し検討等を行いながら事業推進してい
く。

まちづくり課 75.0 　地域一斉除排雪等推進事業について、地
域で支え合う体制支援として有効に活用さ
れている。
-------------------------------------
　新規の利用団体が少ないため、広く活用
が図られるよう周知広報を図るとともに、
実態に応じて利用しやすい制度、手法を検
討していく。

福祉介護課 87.5 　高齢者世帯の雪下ろし支援については、
労務賃金の高騰と作業員不足が課題となっ
ている。
-------------------------------------
　現行の事業については、助成額の見直し
や作業員の確保方法など内容の見直しが必
要である。また、地域での支え合いを雪下
ろし支援に結び付けるなどの検討が必要で
ある。

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２．快適で住みよい環
境づくり

概ね順調 　個々の施策の内容は、住み続
けられる快適で住みやすい環境
整備に向け、有効性が担保され
ている。
　今後の課題としては、地域等
の主体的な取り組みを一層推進
しながら、多様なニーズに対応
した仕組みづくりの検討が求め
られる。

１．多様な住宅環境
の整備

81.3

２．総合的な雪対策
の充実

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名
KPI（上段）

Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

81.3地域除雪実施団体数
（団体）

------------------
24

------------------
30

住宅施策による
移住者数（人）

------------------
30

------------------
13

　空家バンク制度は、やまがた里
の暮らし推進機構と連携し登録件
数や成約数も順調に推移してい
る。住宅支援事業は、住民及び事
業者からの需要が高い。本施策に
より移住定住促進が図られてい
る。
------------------------------
　提供者・利用者のニーズに応え
ることによる空き家バンク制度へ
の信頼を高め相乗効果を上げる。
住宅施策は利用者ニーズを踏まえ
た制度見直しを進めていく。

　雪国にとって雪対策は不可欠な
施策である。地域一斉除雪、高齢
者世帯雪下ろし支援、交通確保等
は全町挙げて取組みが進められて
いる。
------------------------------
　一斉除雪が広く活用されるよう
周知を図る。高齢者世帯雪下ろし
支援並びに交通確保事業は作業員
等の確保策を早急な検討が求めら
れる。

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）
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産業振興課 75.0 　関係機関・団体との連携のもと、園芸産
地の雪害防止に向けた体制は確立されてい
るため。
-------------------------------------
　雪対策は、豪雪地域である本町にとって
の永遠の課題である。ニーズの把握に努め
るとともに、必要な取り組みと役割分担を
検討する必要がある。

地域整備課 87.5 　冬季交通確保については、町有機械、刈
上げ機械合わせて５２台により、町道２７
０Ｋｍの除雪を実施、その他集落内の生活
道路等の通行を確保するため、アダプト団
体２２団体、３７路線の除雪を行った。
　防雪柵設置については、花丘町下小松線
を交付金事業により実施中であるが、国か
らの交付金がままならないため進捗は図ら
れていない。
-------------------------------------
　冬季交通の確保については、業者委託及
び除雪アダプト団体により効率的、効果的
に実施しているが、住民のニーズが止まる
ところなしのため、オペレーター確保のう
え、意識の醸成が必要と考える。
　また、除雪機械が老朽化しており維持管
理費を軽減するためにも計画的な更新が必
要である。
　防雪柵設置については、事業費の確保に
努め事業推進を図る必要がある。

住民生活課 75.0 　生活系ごみ収集を週２回にしたことによ
り、住民からは好評であるが、排出量が増
えている。不法投棄、野焼きの苦情相談が
増加している。
-------------------------------------
　リサイクル、リユースの推進を図る。地
球温暖化への影響について更なる周知が必
要。

産業振興課 75.0 　堆肥センターを核とした推進体制が確立
されているとともに、実践者ニーズの把握
をもとに個別事業としての有効性は担保さ
れているため。
-------------------------------------
　実践者ニーズの把握に努め、制度の有効
活用に向けた事務事業の整理を行う必要が
ある。

農地林務課 87.5 　森林の持つ自然環境保全能力を維持する
ために、病害虫や鳥獣による被害拡大の防
止を、関係機関・団他の協力を得て進め
た。
-------------------------------------
　森林・里山保全意識の醸成と病害虫・鳥
獣被害拡大防止の啓発や支援を継続する。

地域整備課 68.8 　小松地区内の環境用水取水に向けた調査
を実施し、関係機関との水利権取得につい
て前進するよう協議を実施した。
-------------------------------------
　小松地区の環境用水の水利権取得につい
て、継続して調査及び関係機関との協議を
実施する。

２．快適で住みよい環
境づくり

概ね順調 　個々の施策の内容は、住み続
けられる快適で住みやすい環境
整備に向け、有効性が担保され
ている。
　今後の課題としては、地域等
の主体的な取り組みを一層推進
しながら、多様なニーズに対応
した仕組みづくりの検討が求め
られる。

３．豊かな自然環境
の保全

75.0 　持続可能な環境体系を守る重要
性から各施策の必要性は言うまで
もない。ごみ減量化と資源化は表
裏一体の課題ではあるが有効に機
能していない。私有林の経営管理
は着手された段階である。河川環
境を守る運動も停滞気味である。
------------------------------
　自治体レベルでできることは限
られているが、暮らしを見まわし
たリサイクル・リユースの啓発は
改善の余地は大きい。河川愛護、
生活排水対策等については協働の
理念を活かし地域連携で行える課
題がある。

２．総合的な雪対策
の充実

81.3

生活系ごみ排出量
（ｔ）

------------------
2,455

------------------
2,200

地域除雪実施団体数
（団体）

------------------
24

------------------
30

　雪国にとって雪対策は不可欠な
施策である。地域一斉除雪、高齢
者世帯雪下ろし支援、交通確保等
は全町挙げて取組みが進められて
いる。
------------------------------
　一斉除雪が広く活用されるよう
周知を図る。高齢者世帯雪下ろし
支援並びに交通確保事業は作業員
等の確保策を早急な検討が求めら
れる。
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総務課 81.3 　インターネット契約件数は微増。
-------------------------------------
　ＮＣＶ以外のベンダーの環境整備や新た
な情報通信網（５Ｇなど）への対応を調査
研究する。また、回線を活用し提供できる
行政情報などの提供方法も検討。

地域整備課 75.0 　上水道については、課題である老朽管更
新を早期に進める必要があるが、国・県事
業による配水管の布設替え（老朽管を含
む）を行った。計装テレメーターの保守点
検を行い適正な維持管理に努めた。
　下水道は、国・県事業に関連した布設替
え等を実施した。
　また、メディカルタウン関連に伴う上下
水道工事を実施した。
　合併浄化槽普及推進のため補助を行い、
町内全域の水洗化率の向上に努めた。
-------------------------------------
　上下水道共に、国・県事業に併せた整備
は必要であるが、課題となっている老朽管
更新を計画的に進めていく必要がある。
　老朽管更新計画を揺るがないものとし、
他事業、プロジェクト事業等に影響されな
いものとして推進していく必要がある。
　下水道事業及び農業集落排水事業におい
て、公営企業会計に令和６年度から移行で
きるよう適切に作業を進める。

２．快適で住みよい環
境づくり

概ね順調 　個々の施策の内容は、住み続
けられる快適で住みやすい環境
整備に向け、有効性が担保され
ている。
　今後の課題としては、地域等
の主体的な取り組みを一層推進
しながら、多様なニーズに対応
した仕組みづくりの検討が求め
られる。

４．暮らしを支える
インフラの維持

75.0水道有収率（％）
------------------

74.3
------------------

80.1

　情報インフラ整備は進展してい
る。インターネット契約件数も伸
びる傾向を示している。ただし、
国勢調査における回答状況では
ネット利用は高いものではない。
　暮らしの基盤となる上下水道事
業等はプロジェクトに関する事業
を含めて推進に努めた。
------------------------------
　情報インフラ整備に比例した利
活用を進める手法として行政情報
等の提供を検討する。
　上下水道整備の計画的な推進。

12



政策推進課 75.0 　インフラ整備を実施するとともに、定住
促進宅地整備事業（住宅区域北側）に着手
し、実施設計に取り組んでいる。商業区域
は進出するスーパーマーケットが固まり、
新たな診療所や他事業者誘致への強いイン
センティブとなり、メディカルタウン整備
具現化に向けた動きが始動し、令和４年度
からの事業開始への道筋が見えてきた。
-------------------------------------
　地権者、事業者等関係者とのコミュニ
ケーションを図りながら土地利用調整及び
誘致活動を進め、進出事業者の確定を図っ
ていく。また、公共区域の整備計画を策定
し、住宅、商業区域の事業開始と時期を合
わせた整備を進めていく。

地域整備課 75.0 　メディカルタウン整備に向け、道路、上
水道、下水道の整備に着手したが、全体計
画が明確化されていないので、地元関係者
との調整が必要で、事業推進が困難であ
る。
-------------------------------------
　事業担当課において、全体計画を樹立
し、それぞれの業務を推進すべきと考え
る。
　地元地権者、関係者との調整を十分に行
うことでお互いの信頼関係が構築できる。

未来づくり課 68.8 　中心市街地活性化計画アクションプラン
の進行管理であるが、包括的で一体的な進
行管理が意識されていなかった。活性化の
課題は重要であるが各所管課の事業進捗に
委ねていた。
-------------------------------------
　令和２年度策定の役場跡地利活用計画で
ある「地域振興拠点施設整備基本計画」は
アクションプランの具体化の一つと位置づ
けて、計画の具現化を起爆剤に小松地区計
画によるまちづくりと併せ推進していく。
ただし、当該計画の検証を進める必要性が
出たため、検証の方向性を定めていく。

まちづくり課 75.0 　羽前小松駅については、有人化を継続
し、町民や通学生等の利用者の利便性とと
もに、情報発信と交流機能として施設の利
活用を図っている。
-------------------------------------
　利用者の多くが通学利用者であり、親し
みや安心感のある有人駅として、機能や意
義、役割を再認識し、置賜農業高等学校の
魅力化や中心市街地の活性化、地域交流を
促す取り組みが必要である。

　整備区域の各区分ごとの具体化
が見えてきた段階である。整備の
ポイントとなる梨郷道路の進捗に
併せた関係機関の調整に時間を要
してきた。住宅地整備の着手が明
確にできた。
------------------------------
　住宅の着手が見えたこと、商業
区域の主要な事業者が明確にな
り、庁内の合意形成を進めて整備
を進めていく。

２．中心市街地の活
性化

－

メディカルタウン
定住人口（人）

------------------
－

------------------
－

３．時代に応じた都市
機能づくり

概ね順調 　公立置賜総合病院周辺並びに
中心市街地それぞれに整備計画
等に基づき個々の施策の推進が
図られている。
　一方、事業の確実な実施に向
けた財源確保や、事業の進行管
理等の課題を抱えており、特
に、中心市街地の活性化に向け
ては、関連事業の確実な検証・
評価の実施はもとより、ソフト
事業の展開による賑わいづくり
の推進とともに、住環境や交流
拠点の整備など、幅広い視点で
の検討を積み重ねて得られる施
策であるため、事業間の連携と
一体的な進捗が求められる。

１．医療、住宅、商
業が融合したまちづ
くりの推進

75.0

75.0 　中心市街地活性化計画アクショ
ンプランの推進を包括的で一体的
なものに再確認し、庁内各課に委
ねることなく進行管理の必要が
あった。各施策の具現化を図るソ
フト事業の充実、改善が見られて
いる一方、空き店舗の活用や商店
街の整備に向けた具体的な取り組
みが進んでいない。
------------------------------
　中心市街地の活性化はアクショ
ンプランをベースにし、「地域振
興拠点施設整備基本計画」をプラ
ン具体化に位置づけて推進する。
小松駅を通学利用者にとどまら
ず、機能や役割を再認識し、地域
交流を促す取り組みにつなげる。
実施中のソフト事業を推進するこ
とで全体の活性化を進める必要が
ある。

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名
KPI（上段）

Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）
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産業振興課 81.3 　施策の具現化を図るためのソフト事業の
充実、改善が図られている一方、空き店舗
の活用や商店街の整備に向けた具体的な取
り組みが進んでいないため。

-------------------------------------
　現在実施しているソフト事業を関係機
関・団体等と連携を図りながら推進すると
ともに、空き店舗の活用や商店街の整備に
向けては、中心市街地全体の活性化の検討
と併せて取り組みを進める必要がある。

地域整備課 68.8 　公園の維持管理について、適正な維持管
理に努めた。利用者の憩いの場となるよ
う、遊具の更新、修繕に努めるため整備計
画を立てたが予算確保が厳しい状況であ
る。

-------------------------------------
　公園の維持管理については、引き続き適
正な維持管理に努め、利用者が拡大するよ
うな遊具の整備が必要である。
　また、都市計画用途地域の見直しにより
可能性のある事業の掘り起しを行い、中心
市街地の活性化に向けた取組が必要であ
る。

１．幹線道路ネット
ワークの整備・促進

－ 地域整備課 93.8 　本町幹線道路の整備について、梨郷道
路、国道２８７号バイパス整備については
着実に進捗している。
　その他の事業については、関係機関に要
望しているが進捗状況は進展していない。

-------------------------------------
国・県及び各関係機関に要望活動を継続し
て実施すべきであり、要望の実現、早期の
効果発現に努める。

２．中心市街地の活
性化

－

３．時代に応じた都市
機能づくり

概ね順調 　公立置賜総合病院周辺並びに
中心市街地それぞれに整備計画
等に基づき個々の施策の推進が
図られている。
　一方、事業の確実な実施に向
けた財源確保や、事業の進行管
理等の課題を抱えており、特
に、中心市街地の活性化に向け
ては、関連事業の確実な検証・
評価の実施はもとより、ソフト
事業の展開による賑わいづくり
の推進とともに、住環境や交流
拠点の整備など、幅広い視点で
の検討を積み重ねて得られる施
策であるため、事業間の連携と
一体的な進捗が求められる。

75.0 　中心市街地活性化計画アクショ
ンプランの推進を包括的で一体的
なものに再確認し、庁内各課に委
ねることなく進行管理の必要が
あった。各施策の具現化を図るソ
フト事業の充実、改善が見られて
いる一方、空き店舗の活用や商店
街の整備に向けた具体的な取り組
みが進んでいない。
------------------------------
　中心市街地の活性化はアクショ
ンプランをベースにし、「地域振
興拠点施設整備基本計画」をプラ
ン具体化に位置づけて推進する。
小松駅を通学利用者にとどまら
ず、機能や役割を再認識し、地域
交流を促す取り組みにつなげる。
実施中のソフト事業を推進するこ
とで全体の活性化を進める必要が
ある。

１次評価
点数

１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

KPI（上段）
Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

担当課最終評価意見 施策名

４．安全で機能的な交
通ネットワークづくり

概ね順調 　幹線道路や生活道路等の整備
と生活公共交通の確保で構成さ
れ、施策全体の有効性は担保さ
れている。
　今後も、国・県等に対する要
望活動や整備方針に基づく継続
的な道路整備を推進するととも
に、住民ニーズに基づく生活交
通の確保、改善に向けて取り組
みを継続する必要がある。

政策名 評価結果
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２．生活道路等整備
促進

道路整備延長（ｍ）
------------------

854
------------------

1,310

地域整備課 68.8 　町道、橋梁、交通安全施設の整備、維持
管理について、町民のニーズは高い。
　各地区からの要望が沢山あり、緊急性や
危険度を考慮しながら工事、修繕等を行っ
ている。各地区からの要望に十分応えられ
る予算措置は難しい状況にある。

-------------------------------------
　膨大な各地区からの要望を改善できる予
算の確保、財源等の調査研究が必要。

３．生活公共交通の
確保

デマンド型乗合交通
利用者数（人）

------------------
5,565

------------------
9,000

まちづくり課 81.3 　沿線市町と協調しながら鉄道及び民間路
線バスの経営支援を行い、広域交通の維持
に努めている。デマンド型乗合交通につい
ては、利用者アンケートでは8割を超える
方から満足との回答があり、スーパー等へ
の利用など休日での利用者が増加傾向にあ
り、生活交通として活用されている。

-------------------------------------
　地域公共交通会議やタクシー事業者の理
解のもと、デマンド型乗合交通の充実につ
いて協議を継続していく。民間路線バスの
維持、あり方について方向性を示していく
必要がある。

総務課 81.3 　自然災害に対し、地域住民や地区交流セ
ンターとの連携について課題あり。新たに
新型コロナウイルス感染症の対策も加わ
り、防災訓練では初めてリモート会議や避
難所での感染症対策の訓練を実施。
-------------------------------------
　ハザードマップの普及、緊急避難体制の
充実を図る。

住民生活課 68.8 　空家の適正管理を所有者に周知し、危険
空家等の発生を未然に防止し、近隣住民へ
の被害を防止している。空家調査を行い、
現状把握に努めている。
-------------------------------------
　空家は個人の財産であり、また、未相続
であるなど行政の介入には限界があるた
め、丁寧な対応が必要。

福祉介護課 81.3 　避難行動要支援者帆難支援プランの登録
者数が１２６人に留まっており、障がい者
の登録も少ない状況である。

-------------------------------------
　登録を要する人（特に障がい者）の把握
に努める。

　発災時の初動体制の本部と自主
防災組織との連携と役割分担、避
難誘導及び避難所開設に至る過程
の課題が生じている。大雨や地震
災害が想定される土砂災害等への
対応が進んでいない。
------------------------------
　ハザードマップの普及、発災を
想定したシミュレーションの実施
等により課題を洗い出し役割分担
と連携等を確認する。

75.0町養成防災士の数
（累計）（人）

------------------
０

------------------
１３

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

５．安全で安心な暮ら
しづくり

概ね順調 　地域防災計画、空家等対策計
画、生活安全条例や交通安全計
画等に基づき、町、地域、町
民、事業者等の一体的な取り組
みの強化が期待される。
　今後は、各種取り組みの実効
性を高めるための体制強化が求
められる。

１．防災体制の充実

最終評価意見 施策名
KPI（上段）

Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

４．安全で機能的な交
通ネットワークづくり

概ね順調 　幹線道路や生活道路等の整備
と生活公共交通の確保で構成さ
れ、施策全体の有効性は担保さ
れている。
　今後も、国・県等に対する要
望活動や整備方針に基づく継続
的な道路整備を推進するととも
に、住民ニーズに基づく生活交
通の確保、改善に向けて取り組
みを継続する必要がある。

政策名 評価結果
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農地林務課 93.8 　老朽化したため池の危険を防止するた
め、廃止事業等により町民の安全確保を
図った。

-------------------------------------
　地域の実情を的確に捉え、県等の関係機
関との連携を図り安全確保に努める。

地域整備課 68.8 　土砂災害等による危険住宅移転要望の把
握をしているが、対象者世帯は高齢とな
り、自己負担額も相当な額となるため進捗
は困難な状況である。

-------------------------------------
　危険住宅移転対象の世帯の方々が安心し
て居住できるよう対応していく必要があ
る。

２．防犯、交通安全
の推進

交通事故発生件数
（件）

------------------
39

------------------
55

住民生活課 87.5 　指導教室の実施、啓発活動の強化によ
り、死亡事故ゼロの継続が図られている。
物損事故、人身事故はあまり減少していな
い。

-------------------------------------
　今後も継続した取り組みが必要。

　発災時の初動体制の本部と自主
防災組織との連携と役割分担、避
難誘導及び避難所開設に至る過程
の課題が生じている。大雨や地震
災害が想定される土砂災害等への
対応が進んでいない。
------------------------------
　ハザードマップの普及、発災を
想定したシミュレーションの実施
等により課題を洗い出し役割分担
と連携等を確認する。

75.0町養成防災士の数
（累計）（人）

------------------
０

------------------
１３

５．安全で安心な暮ら
しづくり

概ね順調 　地域防災計画、空家等対策計
画、生活安全条例や交通安全計
画等に基づき、町、地域、町
民、事業者等の一体的な取り組
みの強化が期待される。
　今後は、各種取り組みの実効
性を高めるための体制強化が求
められる。

１．防災体制の充実
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産業振興課 93.8 　施策の具現化に向けて個別事業の有効性
が担保されているため。
-------------------------------------
　農業経営の安定と所得の向上に向け、個
別事業の改善を図るとともに、時代に対応
した農業経営の確立に向けた検討を進める
必要がある。

農地林務課 93.8 　農業担い手の確保・法人の設立や農業基
盤整備の取組みが、地域での話し合いを活
性化している。
-------------------------------------
　地域の要望に応えられるよう、関係機関
との連携強化を図る。

産業振興課 93.8 　個別事業の積み重ねにより具現化が図ら
れる施策であり、個々の事業の有効性は、
担保されているため。
-------------------------------------
　町単独では、取り組みに限界があるた
め、関係する団体や機関等と連携し、取り
組みの有効性を高める必要がある。

農地林務課 93.8 　基盤整備事業や人・農地プランの推進に
より、担い手農家への利用集積・集約が進
められおり、併せて、地元組織による多面
的機能維持支払事業により、耕作放棄地等
の防止に繋がっている。
-------------------------------------
　本町農業の基盤である優良農地の確保
と、地域の話し合い結果に基づく実践活動
により、安定した生産体制の確立を図る。

１．産業間ネット
ワークの促進

産業フェア企業展参
加企業数（社）

------------------
中止

------------------
２３

産業振興課 75.0 　施策の具現化に向けて個別事業の有効性
は担保されているが、新型コロナウイルス
感染症拡大の影響により実施予定事業の縮
小等をせざるを得なかったため。
-------------------------------------
　現在の取り組みの有効性を確保しなが
ら、実践者の意識の高まりにつながる仕組
みづくりを検討し、組織づくりへと取り組
みを進化させる必要がある。

第３節　「挑戦する」まちをつくる（しごとづくり）

１．豊かさをもたらす
強い農業づくり

概ね順調 　人・農地プランのカバー率は
100％であり、その適正な運用
を促すとともに、農業振興マス
タープランに基づく取り組みが
推進されることで、農業経営の
戦略的展開や安定した生産体制
の確立等が期待される。
　今後は、取り組みの成果を所
得の向上につなげる仕組みづく
りが求められる。

１．戦略的農業経営
の確立

87.5 　農業担い手の確保、法人の設立
や農業基盤整備の取組みが、地域
での話し合いを活性化しており、
施策推進に向けた各事業が有効に
進められている。
------------------------------
　農業分野においては、当面の担
い手確保、法人化等の取り組みが
功を奏している。個人、法人それ
ぞれに後継者育成を進めながら経
営確立を目指す。

２．安定した生産体
制の確立

87.5 　人・農地プランの推進等によ
り、担い手農家への利用集積等が
進められ、併せて地域組織による
多面的機能維持支払事業が耕作放
棄地等の防止に繋がるなど生産体
制の安定化に反映している。。
------------------------------
　優良農地の確保と地域実践活動
による安定した生産体制を背景に
良質米生産、園芸作物等の振興、
米沢牛生産の中心地位の確立につ
なげる。

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

政策名
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

評価結果 最終評価意見 施策名 担当課
１次評価

点数

KPI（上段）
Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

農業産出額
（みなし）（億円）
------------------

63.4
------------------

67.5

認定農業者及び人・
農地プラン中心とな
る経営体への集積率

（％）
------------------

72.0
------------------

70.0

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名
KPI（上段）

Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

２．相互に連携する産
業づくり

概ね順調 　企業訪問の積極的な実施を通
して企業が置かれている現状や
課題、要望等の把握が図られて
いるとともに、各種支援制度等
の周知が図られている。
　今後は、地域経済の活性化を
図るためには、人を呼び込む仕
掛けづくりなども必要であり、
産業間はもとより、関係機関・
団体等との連携を図りながら検
討する必要がある。

17



まちづくり課 68.8 　観光協会が主体的に担うイベントは限ら
れており、ダリヤ園売店運営を通して、商
業事業者との関わりが見受けられるが、地
域産品の開発や情報発信等の取り組みが停
滞している。
-------------------------------------
　観光協会の組織体制の活性化が必要であ
る。会員事業者及び商工会や森のマル
シェ、ダリヤパークサービス、まちづくり
団体等、近隣市町の関係機関や民間団体と
の連携、役割分担をマネジメントできる体
制づくりを支援していく。

産業振興課 93.8 　新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より実施予定事業の縮小を余儀なくされ
た。
　一方、その影響を受けた事業者の支援を
商工会等との連携を図りながら実施し、事
業の継続を支援したため。
-------------------------------------
　商工会等と連携し、各種事業を推進する
とともに、中心市街地の活性化の検討に合
わせて商店街の活性化に向けた検討を進め
る必要がある。

３．ものづくりを育
む工業の振興

企業支援事業による
支援件数（件）

------------------
4

------------------
45

産業振興課 81.3 　新型コロナウイルス感染症拡大の影響か
ら企業訪問などの業況確認に制限が加わっ
たが、関係機関等との連携を図りながら事
業継続に向けた支援策を実施したため。
-------------------------------------
　企業訪問や事業所アンケートの取り組み
を継続し、ニーズに沿った支援策の検討を
進めるとともに、誘致企業はじめ町内事業
者との連携を図り、工業の振興に向けて検
討する必要がある。

75.0 　新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により事業の一部縮小等と
なったが、影響を受けた事業者支
援を商工会等と連携を図り事業継
続を支援した。観光協会が主体と
なったダリヤ園売店運営を通した
地域産品の開発や情報発信等の取
り組みは停滞している。
------------------------------
　観光協会の活性化に向けて法人
化を支援し、町内及び近隣市町の
関係団体・事業者との連携、役割
分担をマネジメントできる体制づ
くりを図る。コロナ対策にかかる
消費喚起事業等を商工会等と連携
し、商店街の活性化につなげる工
夫が必要である。

商業事業所数
（事業所）

------------------
159

------------------
160

２．相互に連携する産
業づくり

概ね順調 　企業訪問の積極的な実施を通
して企業が置かれている現状や
課題、要望等の把握が図られて
いるとともに、各種支援制度等
の周知が図られている。
　今後は、地域経済の活性化を
図るためには、人を呼び込む仕
掛けづくりなども必要であり、
産業間はもとより、関係機関・
団体等との連携を図りながら検
討する必要がある。

２．賑わいのある商
業の振興
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政策推進課 68.8 　昨年からの新型コロナウィルス感染拡大
による経済状況の影響を強く受け、投資意
欲が停滞しており民間の企業誘致の進展が
図られにくい状況となっている。
　尾長島工業団地の未操業地への誘導につ
いては、情報発信・収集に努めているが、
現時点では具体的な進展が見いだせない状
況にある。一方、三菱鉛筆山形工場の移転
先について、町内定着を要請し本町内での
新工場建設が決定された。
　メディカルタウン整備区域内には、誘致
した民間診療所が開設し、医師や看護師等
医療関係者５名の雇用が図られたほか、定
住促進宅地整備事業への着手や商業施設の
核となるスーパーマーケットの進出も固
まった。
-------------------------------------
　企業誘致戦略の構築と体制の確立に努
め、引き続き企業誘致を推進する。
　メディカルタウン整備区域商業区域に
スーパーマーケットの進出が固まったこと
は、新たな診療所の開設や他の事業者誘致
への大きなインセンティブになると捉え、
引き続き誘致活動の強化を図り、雇用創出
に努める。

産業振興課 87.5 　新型コロナウイルス感染症拡大の影響か
ら企業訪問などの業況確認に制限が加わっ
たが、関係機関等との連携を図りながら金
融支援等に対応したため。
-------------------------------------
　企業訪問や事業所アンケートの取り組み
を継続し、ニーズに沿った支援策の検討を
進めるとともに、関係機関等々と連携した
支援を講じる必要がある。

未来づくり課 75.0 　コロナ禍でもあり担当者段階で協議等を
継続してきた。当該校の希望に即した事業
補助のほか、農業等の分野ごとに連携、支
援、協働の事業推進が図られている。その
後押しと生徒・学校が主体となった努力が
ＧＡＰ認証等へつながっている。
-------------------------------------
　全国及び県内における当該校の活躍を魅
力向上につなぎ、子どもたちが当校入学を
志すことに結び付けるため、生徒と保護者
の意識調査を当該校と連携し取り組み新た
な支援につなげる。

１．企業誘致の促進

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名

３．多様な仕事を生み
出す戦略づくり

概ね順調

KPI（上段）
Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

　創業支援等事業計画に基づく
起業・創業希望者への支援体制
が確立されるとともに、企業訪
問を通した課題の掘り起こしや
情報の提供等、誘致企業や既存
企業に向けた取り組みが推進さ
れている。
　一方、企業誘致に向けた受け
入れ体制の整備や置賜農業高等
学校との連携、再生可能エネル
ギーの利活用については、事業
の具体化に向けた検討を進め、
施策の有効性を高める仕組みの
検討が求められる。

２．起業者の発掘・
育成

　コロナ禍の下で関係機関等との
連携を図りながら金融支援等に対
応した。また、経済状況の影響か
ら民間企業誘致の進展が図られに
くい状況となっている中で、尾長
島工業団地未操業地への誘導に努
めている他、三菱鉛筆山形工場の
町内定着が決定された。メディカ
ルタウン整備では、民間診療所が
開設、商業施設の核となるスー
パーマーケットの進出も固まり次
年度以降へ弾みをつけた。
------------------------------
　企業誘致戦略の構築と体制の確
立に努める。メディカルタウン整
備ではスーパーマーケットの進出
が固まったことを契機に、引き続
き誘致活動の強化を図り、雇用創
出に努める。

75.0

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

75.0 　拠点施設を核とした６次産業化
の取り組みが推進されているとと
もに、創業支援事業計画に基づ
き、事業者との連携のもと創業希
望者への支援体制が確立されてき
た。
------------------------------
　６次産業化を推進し、現行の支
援制度のもとに新たな取り組みを
開始する事業者等を支援するとと
もに、創業支援事業との連携のも
と起業希望者の掘り起こしを進
め、起業者の育成を図る必要があ
る。

累計創業・起業件数
（件）

------------------
19

------------------
18

企業誘致件数
（件）

------------------
0

------------------
1
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産業振興課 81.3 　拠点施設を核とした６次産業化の取り組
みが推進されているとともに、創業支援等
事業計画の変更手続きを完了し、創業支援
等事業者との連携のもと創業希望者への支
援体制が確立されているため。
-------------------------------------
　６次産業化を推進し、現行の支援制度の
もとに新たな取り組みを開始する事業者等
を支援するとともに、創業支援事業との連
携のもと起業希望者の掘り起こしを進め、
起業者の育成を図る必要がある。

未来づくり課 75.0 　コロナ禍でもあり担当者段階で協議等を
継続してきた。当該校の希望に即した事業
補助のほか、農業等の分野ごとに連携、支
援、協働の事業推進が図られている。その
後押しと生徒・学校が主体となった努力が
ＧＡＰ認証等へつながっている。
-------------------------------------
　全国及び県内における当該校の活躍を魅
力向上につなぎ、子どもたちが当該校入学
を志すことに結び付けるため、生徒と保護
者の意識調査を当校と連携し取り組む。

産業振興課 75.0 　中小企業・小規模事業者振興条例に基づ
き新たな技術の創出や新製品の開発を目指
す事業者に対する財政的支援や、商工会等
の関係機関と連携した相談体制が構築され
ているため。
-------------------------------------
　現行の支援体制のもとで支援を継続しな
がら、企業訪問や事業所アンケートの取り
組みを通してニーズを把握し、支援策の充
実に向けた検討を進める必要がある。

４．再生可能エネル
ギーの利活用

－ 住民生活課 62.5 　再エネに係る多種多様な取り組みについ
て取捨選択を行うための連携や情報共有が
不足している。
　ゼロカーボンシティ宣言を行い、今後推
進を図っていく。
-------------------------------------
　より具体的な利活用の方法、事業化に向
けた調査研究、協議の場の設定が必要。

３．多様な仕事を生み
出す戦略づくり

概ね順調 　創業支援等事業計画に基づく
起業・創業希望者への支援体制
が確立されるとともに、企業訪
問を通した課題の掘り起こしや
情報の提供等、誘致企業や既存
企業に向けた取り組みが推進さ
れている。
　一方、企業誘致に向けた受け
入れ体制の整備や置賜農業高等
学校との連携、再生可能エネル
ギーの利活用については、事業
の具体化に向けた検討を進め、
施策の有効性を高める仕組みの
検討が求められる。

２．起業者の発掘・
育成

３．産学官金労言連
携の促進

　次代を担う置賜農業高校の活躍
は関係者・団体の支援・連携が実
を結んだものである。事業者への
支援や商工会等を通じた体制が図
られていることは本町の産業分野
成長の基盤となっている。
------------------------------
　支援体制をさらに強化しなが
ら、企業や事業所ニーズを把握
し、支援策の充実に向けた検討を
進める。農商工の連携は着手した
段階であり若手事業者を中心とし
た工夫や行動力が期待される。

－

75.0 　拠点施設を核とした６次産業化
の取り組みが推進されているとと
もに、創業支援事業計画に基づ
き、事業者との連携のもと創業希
望者への支援体制が確立されてき
た。
------------------------------
　６次産業化を推進し、現行の支
援制度のもとに新たな取り組みを
開始する事業者等を支援するとと
もに、創業支援事業との連携のも
と起業希望者の掘り起こしを進
め、起業者の育成を図る必要があ
る。

75.0

累計創業・起業件数
（件）

------------------
19

------------------
18
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まちづくり課 81.3 　感染防止対策を講じながら、開園60周年
となるダリヤ園を通常期間営業することが
できたものの、浴浴センターまどかについ
ては、施設の休業や宴会自粛など、利用者
は大きく減少した。パークゴルフ場につい
ては、コース管理の徹底など、近隣市町か
らの評価も高く、コロナ禍にあって目標を
超える利用者となった。
-------------------------------------
　ダリヤ園については、栽培管理体制を確
保し、質の高い生育管理により魅力向上を
図っていく。ハーブガーデンは、収益を確
保できる仕組みを検討していく。浴浴セン
ターまどか及びパークゴルフ場は、施設設
備の適正な管理に努めるとともに、ダリヤ
園との連携等、ふれあいの丘一帯の資源を
活用し、観光交流の拠点として利用拡大に
努めていく。

生涯学習課 75.0 　スキー場としての活用を継続しつつ、冬
のスポーツ・レクリエーション基地として
の機能について、可能性の検討が求められ
ている。
-------------------------------------
　施設の指定管理者と協力し、活用方法等
を検討する。

２．広域的な観光資
源活用と連携強化

観光入込客数
（人）

------------------
295,460

------------------
410,000

まちづくり課 75.0 　コロナ禍の中、県及び近隣市町を含め
て、多くの観光交流事業が中止となった。
次年度の東北DCに向けて、観光資源のPR
等の情報発信の準備に取り組んでいる。
-------------------------------------
　観光協会及びやまがた里の暮らし推進機
構とも、自主財源の確保と自立化が課題で
ある。地域資源の情報発信と活用、交流促
進による関係人口の拡大を推進する機関と
して、それぞれの組織が連携し、役割分担
を整理し、組織体制と支援のあり方を検討
していく必要がある。

ふれあいの丘への
観光入込客数（人）
------------------

149,110
------------------

210,000

１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

75.0 　ダリヤ園や浴浴センターを核と
したふれあいの丘はパークゴルフ
場開設によって充実に向け動き出
している。町内外の人の往来が作
り上げられ、関係人口の拡大に大
きく貢献している。
------------------------------
　ダリヤ園のほかハーブガーデ
ン、浴浴センター及びパークゴル
フ場を始め、ふれあいの丘一帯は
優良な資源である。まずは当該小
松地域を中心とする個人、事業者
が有効に活用していく機運を高
め、観光交流の拠点に引き上げる
ことに努めていく。

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

KPI（上段）
Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

担当課
１次評価

点数
政策名 評価結果 最終評価意見 施策名

４．魅力ある観光づく
り

概ね順調 　ダリヤ園を中心に、パークゴ
ルフ場の整備など、この間、ふ
れあいの丘一体の機能充実を
図ってきた。
　今後は、整備された機能や地
域資源を活用した観光の推進を
図ることはもとより、ふれあい
の丘整備計画前期アクションプ
ランの積み残し課題や、新たな
課題を整理した整備方針を策定
し、さらなる機能充実を図る必
要がある。
　また、置賜定住自立圏構想が
推進されている中で、将来的に
も継続的な広域観光の企画提案
を提示する必要がある。

１．ふれあいの丘の
機能充実
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未来づくり課 93.8 　広報媒体は町報、ホームページ及びＳＮ
Ｓ（ＦＢ）を活用している。また、事業ご
とに発信媒体を精査し取り組んでいる。町
内への情報提供は概ね評価するが、町外や
分野ごとには工夫が必要である。
　新しい情報媒体が次々と出ているが、内
容を精査した対応が必要である。
　町の仕事と予算は、行政がどう進められ
ているのかを理解する一助になっている。
-------------------------------------
　対外的な発信力を強化するため、ユー
チューブを取り入れることとしているが、
庁内広報委員会等で発信体制を組むなど、
継続性等を確保して取り組む必要がある。
　情報発信には全庁的な発信体制の構築を
進める。

まちづくり課 75.0 　コロナ禍の中、ダリヤ園やハーブガーデ
ンフェアの実施に合わせて、フェイスブッ
クやインスタグラムを活用して情報発信に
努めた。
　おきたま観光協議会のワーキングに参画
し、伊達史跡との関わり、活用に向けて、
まち歩きや研修会を実施した。
-------------------------------------
　各種情報媒体と関係機関とのネットワー
クを活用し、継続的に情報発信を行ってい
く。
　また、既存の地域資源を様々な視点で連
携し、価値を高めるとともに、歴史や文
化、人やモノ、暮らしなど、新たな資源の
掘り起こしに努め、活用につなげていく。

総務課 75.0 　必要最低限の維持管理を行った。
-------------------------------------
　計画的な利活用、今後の処分等を関係課
と連携し対応。旧高山小学校については、
福祉団体への貸与に向け調整。
　旧東沢小学校は、利用者を公募したが応
募者なしであったため、公共施設利用計画
に基づき計画的に対応。

68.8 　公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画をベースに維持管理を
進めているが、実施計画と予算措
置による修繕維持を進めている実
態。町民の暮らしや活動にとって
の必要度を中長期的に見通した対
応が求められる。
------------------------------
　現状は施設躯体にかかる修繕維
持の取り組みであり、中長期視点
に立って本町の施設の在り方まで
計画化する必要がある。更新、廃
止、転用、統合等具体的な数値目
標作りを進める必要がある。

観光入込客数
（人）

------------------
295,460

------------------
410,000

公共施設管理計画
で位置付ける公共
施設面積（㎡）

------------------
96,770.0

------------------
96,770.0

KPI（上段）
Ｒ2実績値（中段）
Ｒ2目標値（下段）

担当課
１次評価

点数
１次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

２次評価
点数

２次評価の理由（上段）
今後の改善策（下段）

75.0 　町政の進行状況を広く町民等に
周知し啓発する手段として町報や
デジタル媒体が運用されている。
公式ユーチューブも３月に開設さ
れ取り組みが始まった。事業やイ
ベントの他日常的な情報等も取り
上げられてきた。町を知る、知っ
てもらう取り組みが広がりを見せ
てきた。
------------------------------
　町内はもとより、県内外、国の
内外にまで発信できる時代とな
り、それに合わせた情報発信力を
向上させる必要がある。その認識
をもちさらに本町の魅力アップを
図る。山形県や置賜との連携を背
景とすることも意識していく。

５．効果的で効率的な
行政運営づくり

やや課題
あり

　公共施設等総合管理計画及び
個別施設計画、経営改革アク
ションプラン、米沢市を中心市
とした定住自立圏構想の推進な
ど、時代の変化に対応した効果
的で効率的な行政運営を図る体
制等は整備されている。
公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画については、中長期
スパン(１０年程度)において、
「施設ごとの更新、統合、廃
止、用途変更等」といった検討
方向を打ち出す方針確立に向け
た論議を進める必要がある。

１．公共施設の計画
的な整備

３．効果的な情報発
信の強化

４．魅力ある観光づく
り

概ね順調 　ダリヤ園を中心に、パークゴ
ルフ場の整備など、この間、ふ
れあいの丘一体の機能充実を
図ってきた。
　今後は、整備された機能や地
域資源を活用した観光の推進を
図ることはもとより、ふれあい
の丘整備計画前期アクションプ
ランの積み残し課題や、新たな
課題を整理した整備方針を策定
し、さらなる機能充実を図る必
要がある。
　また、置賜定住自立圏構想が
推進されている中で、将来的に
も継続的な広域観光の企画提案
を提示する必要がある。

政策名 評価結果 最終評価意見 施策名
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未来づくり課 75.0 　公共施設総合管理計画は、各個別施設計
画の進捗状況を束ねたに過ぎない。中長期
的な戦略方針に高める必要がある。
　庁舎跡地利活用計画は地域振興拠点施設
整備基本計画として策定したが、その基本
にも総合管理計画の戦略的方針が必要で
あった。
　庁舎建設基金の運用は予定通りであっ
た。
-------------------------------------
　人口減少社会の進行を受け止めた公共施
設の在り方（新築・改築・改修・統廃合
等）に踏み込む戦略的方針確立に向けて庁
内の議論を進める。

政策推進課 87.5 　新庁舎建設工事は工期内に完成し、その
他の各工事もスケジュール通り順調に進捗
している。また、初度調弁についても年度
末までの整備が完了した。
-------------------------------------
　議会、町民への説明と周知を図りながら
新庁舎移転に係る諸準備（システム移設整
備、竣工式、内覧会、引っ越し等）を行
い、令和３年５月６日の開庁を図る。

まちづくり課 75.0 　地区交流センター、ダリヤ園、浴浴セン
ターについて、維持管理計画に基づいて維
持修繕を行うとともに、コロナ禍を受けて
wi-fi通信環境の整備を図った。
　特に、浴浴センターについては、経年劣
化等から緊急的な改修、改善を実施。
　また、旧高山小学校について、次年度か
らの施設貸借、利活用が決定した。
-------------------------------------
　公共施設個別施設計画に基づき、計画的
に整備改修し施設の適正な維持管理を行っ
ていく。
　特に、浴浴センターについては、温泉保
養棟の機器、設備等が経年劣化しており、
新たな源泉の可能性を含めて調査研究を進
めていく。
　旧東沢小の跡地利活用について、引き続
き利活用団体の募集を行い、活用又は除却
の方向性を示す。

住民生活課 75.0 　斎場の施設及び設備の修繕等について
は、優先順位をつけて計画的に行ってい
る。
-------------------------------------
　施設の老朽化が見られるが、屋根の修繕
については先送りが続いており、施設の延
命のためにも早めに修繕を行う必要があ
る。

68.8 　公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画をベースに維持管理を
進めているが、実施計画と予算措
置による修繕維持を進めている実
態。町民の暮らしや活動にとって
の必要度を中長期的に見通した対
応が求められる。
------------------------------
　現状は施設躯体にかかる修繕維
持の取り組みであり、中長期視点
に立って本町の施設の在り方まで
計画化する必要がある。更新、廃
止、転用、統合等具体的な数値目
標作りを進める必要がある。

公共施設管理計画
で位置付ける公共
施設面積（㎡）

------------------
96,770.0

------------------
96,770.0

５．効果的で効率的な
行政運営づくり

やや課題
あり

　公共施設等総合管理計画及び
個別施設計画、経営改革アク
ションプラン、米沢市を中心市
とした定住自立圏構想の推進な
ど、時代の変化に対応した効果
的で効率的な行政運営を図る体
制等は整備されている。
公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画については、中長期
スパン(１０年程度)において、
「施設ごとの更新、統合、廃
止、用途変更等」といった検討
方向を打ち出す方針確立に向け
た論議を進める必要がある。

１．公共施設の計画
的な整備
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福祉介護課 75.0 　健康福祉センターについて、関係課と社
協の担当者による検討では廃止すべきとの
結果であったが、外部からの意見も取り入
れた検討を議会から求められている。
-------------------------------------
　外部からの意見を取り入れる検討組織を
立ち上げ、健康福祉センターのあり方につ
いて検討を進める。

健康子育て課 68.8 　幼児施設の老朽化対策として緊急性、危
険度等を鑑み優先順位を付し対応。
-------------------------------------
　少子化、保育への需要等を考慮した小松
保育所等の施設整備計画（玉庭へき地保育
所のあり方含む）の策定。

産業振興課 87.5 　整備計画に基づき効果的、効率的な施設
の管理運営が図られているため。
-------------------------------------
　施設の状況等を常に把握し、計画的に施
設の管理運営を図る必要がある。

農地林務課 81.3 　老朽化施設の改修・修繕を行い、利用者
の安全が確保されている。
-------------------------------------
　年次計画に沿った計画的な改修・修繕を
行う。

地域整備課 87.5 　町営住宅について、適正な維持管理に努
めているが、給湯器等が老朽化しており更
新が必要である。
-------------------------------------
　町営住宅については、適正な維持管理を
継続して実施していく。
　設備等の更新については、計画的に実施
するため予算の確保が必要である

68.8 　公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画をベースに維持管理を
進めているが、実施計画と予算措
置による修繕維持を進めている実
態。町民の暮らしや活動にとって
の必要度を中長期的に見通した対
応が求められる。
------------------------------
　現状は施設躯体にかかる修繕維
持の取り組みであり、中長期視点
に立って本町の施設の在り方まで
計画化する必要がある。更新、廃
止、転用、統合等具体的な数値目
標作りを進める必要がある。

公共施設管理計画
で位置付ける公共
施設面積（㎡）

------------------
96,770.0

------------------
96,770.0

５．効果的で効率的な
行政運営づくり

やや課題
あり

　公共施設等総合管理計画及び
個別施設計画、経営改革アク
ションプラン、米沢市を中心市
とした定住自立圏構想の推進な
ど、時代の変化に対応した効果
的で効率的な行政運営を図る体
制等は整備されている。
公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画については、中長期
スパン(１０年程度)において、
「施設ごとの更新、統合、廃
止、用途変更等」といった検討
方向を打ち出す方針確立に向け
た論議を進める必要がある。

１．公共施設の計画
的な整備
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教育総務課 75.0 　教育施設等の整備については、子どもた
ちが安心して充実した学校生活が送れるよ
うに、また、利用者が安全に活動できるよ
う、必要な施設設備の維持補修、改修整備
を行ってきた。
　なお、中央公民館は町民の研修、集会、
交流施設として、管理運営、営修繕を行っ
た。
-------------------------------------
　建築から時間が経ち、経年劣化した施設
が多くなってきていることから、状況把握
に努め、公共施設等総合管理計画におけ
る、文教施設の個別整備計画に基づき計画
的に管理していく必要がある。
　また、中央公民館については、役場の跡
地利用と合わせて検討していく必要があ
る。

生涯学習課 75.0 　体育施設及び文化施設全般にわたり、施
設・設備が老朽化している。特に町民総合
体育館については、耐震補強を主とした大
規模な改修工事が必要である。
-------------------------------------
　施設の指定管理者及び関係団体との意見
交換を通して、必要な計画策定等を進め
る。

総務課 87.5 　第２次経営改革プラン（計画期間：令和
２～７年度）を策定し、ＡＰの内容を精査
かつ全庁的な対応を求め、実現性のあるＡ
Ｐ内容に見直しを図った。
　また、事業のスクラップや計画基礎等を
テーマとして行政課題研修を開催し、職員
の働き方改革に着手した。
-------------------------------------
　「漏れなくダブりない」実効性あるＡＰ
とするよう内容精査を図るとともに、職員
研修を重ね意識啓発に取り組む。

未来づくり課 75.0 　まちづくりの基本とする「協働」への理
解と実践は一進一退の状況と認識してい
る。その中、未来ビジョン後期基本計画を
策定することができた。
　財政計画に対して財政需要が一段と増す
状況にあり、業務のスクラップや勇気ある
見直しは必須である。
-------------------------------------
　第２次経営改革プランの実行を基本とす
る業務の見直しを進める。
　町単独補助金や法令外負担金を要する各
団体等の自主・自立の促進、公共施設総合
管理計画を深化させた戦略的な施設の在り
方の検討を進め、「固定化・増化する」経
費の削減を図る。

68.8 　公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画をベースに維持管理を
進めているが、実施計画と予算措
置による修繕維持を進めている実
態。町民の暮らしや活動にとって
の必要度を中長期的に見通した対
応が求められる。
------------------------------
　現状は施設躯体にかかる修繕維
持の取り組みであり、中長期視点
に立って本町の施設の在り方まで
計画化する必要がある。更新、廃
止、転用、統合等具体的な数値目
標作りを進める必要がある。

75.0 　改革は足並みをそろえて全方位
的に均等に進むことはなく、時間
や地域、世代等視点が異なると歩
みの評価は違っているが分野ごと
には行財政改革は進展している。
「協働」の理念の具現化に努めて
きた。
------------------------------
　町政全般にわたり、さらに協働
のまちづくりの実践に努める。

公共施設管理計画
で位置付ける公共
施設面積（㎡）

------------------
96,770.0

------------------
96,770.0

財政健全化判断比率
における目標達成
指標数（指標）

------------------
1

------------------
4

５．効果的で効率的な
行政運営づくり

やや課題
あり

　公共施設等総合管理計画及び
個別施設計画、経営改革アク
ションプラン、米沢市を中心市
とした定住自立圏構想の推進な
ど、時代の変化に対応した効果
的で効率的な行政運営を図る体
制等は整備されている。
公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画については、中長期
スパン(１０年程度)において、
「施設ごとの更新、統合、廃
止、用途変更等」といった検討
方向を打ち出す方針確立に向け
た論議を進める必要がある。

１．公共施設の計画
的な整備

２．行財政改革の推
進
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まちづくり課 81.3 　コロナ禍を受けて、多くの事業が中止や
縮小となったが、地域づくり連絡協議会や
地域支援事業交付金等の地域自立推進制度
により、地域づくりの現状や課題等の情報
共有と、地区計画に基づく地域づくり実践
活動に対して支援を行い、協働のまちづく
りを推進した。

-------------------------------------
　人口減少が加速的に進む中で、将来の地
区経営や地域支援のあり方について、庁内
全体の課題として各地区運営組織と連携し
て研究していく必要がある。

住民生活課 75.0 　マイナンバー制度については、国が推進
しており、令和3年には保険証としての活用
も見込まれている。

-------------------------------------
　国の施策によりマイナンバーカードの交
付率が上昇しており、マイナンバーカード
の積極的な普及促進が図られている。

税務会計課 93.8 　土地公図システムの導入によって、場所
の特定に時間がかかっていたものが一瞬で
検索が可能となり、即時に図面のコピーが
発行できること、図面、台帳等の管理にお
いて保存用のキャビネットが不要となった
ことなどにおいて業務の効率化が図られて
いる。

-------------------------------------
　当該システムの運用効果を高めていくた
めに、システムの汎用性について関係課で
検討を進めながらシステムの利用拡大を
図っていく必要がある。

産業振興課 81.3 　新型コロナウイルス感染症拡大による巣
篭り需要の高まりから寄附額が増加。地場
産品に限定されていることから、参画事業
者の売り上げにもつながり、間接的ではあ
るが地場産業の振興、そして地域経済の活
性化に寄与しているため。

-------------------------------------
　財政力の強化を目指した方向性ではある
が、より広く本町の地場産品の情報を発信
することで、関係人口の拡大や地場産業の
振興につながるものであり、この視点を含
めて推進する必要がある。

75.0 　改革は足並みをそろえて全方位
的に均等に進むことはなく、時間
や地域、世代等視点が異なると歩
みの評価は違っているが分野ごと
には行財政改革は進展している。
「協働」の理念の具現化に努めて
きた。
------------------------------
　町政全般にわたり、さらに協働
のまちづくりの実践に努める。

財政健全化判断比率
における目標達成
指標数（指標）

------------------
1

------------------
4

５．効果的で効率的な
行政運営づくり

やや課題
あり

　公共施設等総合管理計画及び
個別施設計画、経営改革アク
ションプラン、米沢市を中心市
とした定住自立圏構想の推進な
ど、時代の変化に対応した効果
的で効率的な行政運営を図る体
制等は整備されている。
公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画については、中長期
スパン(１０年程度)において、
「施設ごとの更新、統合、廃
止、用途変更等」といった検討
方向を打ち出す方針確立に向け
た論議を進める必要がある。

２．行財政改革の推
進
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総務課 87.5 　広域のメリットを活かし効率化・業務軽
減を図った。

-------------------------------------
　技術の進展、社会情勢の変化に対し、広
域により共同処理をもって効率よく対応を
図る。

未来づくり課 68.8 　費用対効果の効率化を求めることはニー
ズに合致しているが、広域化により全て解
決することはない。
　定住自立圏の分野別議論は押しなべて進
んではいない。米沢牛や置賜の観光発信等
はスケールメリットを発揮できる分野であ
るが、コロナ禍により守りの体制で精いっ
ぱいであった。

-------------------------------------
　広域化によってかえって、本町町民に
とって費用対効果が損なわれることのない
ように事務事業の検証を行いながら進めて
いく。

住民生活課 81.3 　一般廃棄物収集運搬委託の可燃ごみにつ
いて、全地区週２回回収をおこなった。

-------------------------------------
　ごみ減量を推進しているものの、本町も
増加傾向にあり更なる減量化を図る。置広
構成市町と常時連携を図り推進していく。

福祉介護課 81.3 　置賜定住自立圏構想において、養護老人
ホームの整備と（仮称）置賜成年後見セン
ターの設置に関する協議が進められてお
り、広域で取り組むことで負担軽減が図ら
れる。

------------------------------------
　定住自立圏構想に限らず、近隣市町との
連携により負担軽減や機能充実が見込まれ
る事業等については取り組みを進める。

健康子育て課 87.5 　構成団体との連携により置賜広域病院企
業団へ支援を行った。

------------------------------------
　構成団体との情報共有、連携を強化し、
置賜広域病院企業団の財政健全化を図りな
がら、地域の中核医療を推進。

81.3 　広域のメリットが生かせる分野
や具体的な施策面で進展が図られ
ている。
------------------------------
　具体的に広域行政の推進が町民
の暮らしに活かされている点をさ
らに進めつつ、有効策を講じてい
く。

広域連携事業及び
共同処理業務数

（件）
------------------

65
------------------

37

５．効果的で効率的な
行政運営づくり

やや課題
あり

　公共施設等総合管理計画及び
個別施設計画、経営改革アク
ションプラン、米沢市を中心市
とした定住自立圏構想の推進な
ど、時代の変化に対応した効果
的で効率的な行政運営を図る体
制等は整備されている。
公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画については、中長期
スパン(１０年程度)において、
「施設ごとの更新、統合、廃
止、用途変更等」といった検討
方向を打ち出す方針確立に向け
た論議を進める必要がある。

３．広域行政の推進
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地域整備課 68.8 　上水道事業については、県が主体となり
広域連携検討会を実施、同じく定住自立圏
構想においても現状分析を行いながら具体
的な施策を検討中である。
　流域下水道について、年次計画により更
新工事を実施している。維持管理の費用負
担については、汚水量比により費用負担し
ている。

-------------------------------------
　上水道広域連携については、引き続き調
査検討を実施する。
　流域下水道について、構成市町と連携し
設備更新、維持管理に努める。

81.3 　広域のメリットが生かせる分野
や具体的な施策面で進展が図られ
ている。
------------------------------
　具体的に広域行政の推進が町民
の暮らしに活かされている点をさ
らに進めつつ、有効策を講じてい
く。

広域連携事業及び
共同処理業務数

（件）
------------------

65
------------------

37

５．効果的で効率的な
行政運営づくり

やや課題
あり

　公共施設等総合管理計画及び
個別施設計画、経営改革アク
ションプラン、米沢市を中心市
とした定住自立圏構想の推進な
ど、時代の変化に対応した効果
的で効率的な行政運営を図る体
制等は整備されている。
公共施設等総合管理計画及び個
別施設計画については、中長期
スパン(１０年程度)において、
「施設ごとの更新、統合、廃
止、用途変更等」といった検討
方向を打ち出す方針確立に向け
た論議を進める必要がある。

３．広域行政の推進
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未来づくり課 75.0 　置賜農業高校との連携は、コロナ禍の中で担当者段階の協議を継続して行っ
てきた。農業振興分野等、個別の分野では町民も行政も連携した取組みが進め
られた。そうした後支えと生徒と学校の主体的な取り組みでＧＡＰ認証等へつ
ながっていると認識している。

--------------------------------------------------------------------
　各分野の連携をさらに強化し、その取り組みを町内へと発信する。当校の生
徒及び保護者に対して学校に求めること、行政に求めること等の意識調査を行
い、学校の魅力向上につなげる。

政策推進課 68.8 　尾長島工業団地の未操業地への誘導については、情報発信・収集に努めてい
るが、現時点では具体的な進展が見いだせない状況にある。一方、三菱鉛筆山
形工場の移転先について、町内定着を要請し本町内での新工場建設が決定され
た。
　メディカルタウン整備区域内には、誘致した民間診療所が開設し、医師や看
護師等医療関係者５名の雇用が図られたほか、定住促進宅地整備事業への着手
や商業施設の核となるスーパーマーケットの進出も固まった。
--------------------------------------------------------------------
　企業誘致戦略の構築と体制の確立に努め、引き続き企業誘致を推進する。
　メディカルタウン整備区域商業区域にスーパーマーケットの進出が固まった
ことは、新たな診療所の開設やたの事業者誘致への大きなインセンティブにな
ると捉え、引き続き誘致活動の強化を図り、雇用創出に努める。

まちづくり課 81.3 　地区計画に基づいて、地域運営組織を主体に、地域特性を活かした実践活動
に取り組まれている。玉庭地区のむくり鮒や里山資源の活用、東沢地区では、
夢里創造研究所による米や紅大豆の販路拡大、吉島地区では地域食堂や総菜加
工の取り組み、犬川地区では産直やギフト商品取り組みなど、地域の資源を活
かした「稼ぐ」取り組みが継続されている。
--------------------------------------------------------------------
　地域自立推進制度を継続し、地域主体のまちづくりを推進していく。
　少子高齢化が着実に進む中で、地域を支える担い手不足は大きな課題であ
る。行政全体の課題として、将来の地区経営や支援のあり方について、地区交
流センターと共通認識に立ち、研究していく。

住民生活課 62.5 　長井市・飯豊町との共同で検討を重ねてきた協議会の動きも鈍くなってし
まった。
　新庁舎においては再生可能エネルギーも取り入れた複合的なエネルギー活用
を行った。
--------------------------------------------------------------------
　令和３年度からの「第４次川西町環境基本計画」の推進、「川西町地球温暖
化実行計画（事務事業編）」の推進、今年度１２月に行った「ゼロカーボンシ
ティ宣言」の取り組み、ＳＤＧｓの推進など新たな環境に関わる動きに注視
し、積極的な推進を図る。

産業振興課 75.0 　プロジェクトを構成する事務事業の有効性は担保されているが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大の影響により、実施予定事業の規模縮小、実施内容の見直
し等を余儀なくされたため。
--------------------------------------------------------------------
　プロジェクトの具現化に向けては、関係機関・団体等との連携を図ることは
もとより、参画者の拡大による地域の活性化を図ることで、より取り組みの有
効性が高まると考えられるため、その仕組みづくりを検討する必要がある。

評価の理由・総合戦略における
目標値等達成状況（上段）

今後の展開、改善策、他プロジェクトとの
連携等今後の改善策（下段）

１．地域経済活性化プロジェクト

◇ 主要プロジェクト

プロジェクト名 担当課
１次評価

点数

評価の理由・総合戦略における
目標値等達成状況（上段）

今後の展開、改善策、他プロジェクトとの
連携等今後の改善策（下段）

２次評価
点数

68.8 　コロナ禍にあっても、地域発の経済活性化に貢献する事業展開が確認
され、次代の高校生の活躍も地域の活力につながっている。メディカル
タウン整備区域の大手事業者の進出等、個別具体的な施策が実を結び広
がりつつある。一方、町全体の経済活性化、底上げの実感に至っていな
い。
----------------------------------------------------------------
　企業誘致戦略の構築と体制の確立に努め、引き続き企業誘致を推進す
る。
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政策推進課 75.0 　メディカルタウン整備計画区域のインフラ整備を実施するとともに、定住促
進宅地整備事業（住宅区域北側）に着手し、実施設計に取り組んでいる。商業
区域は進出するスーパーマーケットが固まり、新たな診療所や他事業者誘致へ
の強いインセンティブとなり、メディカルタウン整備具現化に向けた動きが始
動し、令和４年度のからの事業開始への道筋が見え、移住定住環境整備の進展
を図った。
--------------------------------------------------------------------
　引き続きメディカルタウン整備計画区域内の整備を推進し、移住定住環境の
整備を図る。

まちづくり課 75.0 　コロナ禍の中、リアルな交流事業は中止となったが、県や置賜地域と協調
し、オンラインを活用した移住相談の開催をはじめ、やまがた里の暮らし推進
機構と連携し、都市部でのプロモーション、オンラインによる町の魅力や暮ら
しの情報発信と交流事業を実施した。
　空家バンク制度について、やまがた里の暮らし推進機構と連携し、きめ細や
かな対応が図られている。
　任期終了となった地域おこし協力隊について、町内への定住と就業が決定し
た。
　婚活支援については、やまがた出会いサポートセンターへの誘導に努めた。
--------------------------------------------------------------------
　庁内関係課と連携し、移住定住の総合窓口としての相談対応にあたるととも
に、やまがた里の暮らし推進機構と連携し、情報発信や交流事業、空き家バン
クの効果的な運営に努めていく。
　出会いや結婚支援に向けては、若者が交流しやすい飲食店と連携し、気軽な
出会いの機会の創出と、やまがた出会いサポートセンターへの誘導を推進す
る。

住民生活課 68.8 　１０月に多くの職員の協力のもと、空家調査を実施することができた。新規
の空家情報も得ることができた。
　空家対策委員会を３回、空家対策協議会を１回開催し、空家の状況について
関係課連携を図った。また、協議会では専門的な見地から意見をいただいた。
　個別の空家（特に危険空家）の対応はなかなか進んでいない。
--------------------------------------------------------------------
　空家対策協議会を開催し、特定空家について意見をいただいた。今後、行政
代執行も含めて検討していく。

産業振興課 68.8 　担い手不足が顕在化する中で、地域おこし協力隊制度を活用した担い手の確
保に向けた取り組みは有効であるが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に
より取り組みに制限が加わったため。
--------------------------------------------------------------------
　取り組みの内容が、地域おこし協力隊制度の活用に特化しているが、田園回
帰の流れの中で農村における生活そのものへの関心の高まりを背景とした広が
りのある取り組みに進化させる必要がある。

地域整備課 87.5 　住宅建設支援事業１３２件、若者向け住宅支援事業７件、三世代同居支援事
業３件の申請を受理し、３支援事業併せて移住者１５人、定住者２８人の実績
となり定住移住の促進が図られた。
　冬季交通の確保については、入念に整備を実施したうえ町内９事業者に委託
し、安心安全な交通確保に努めた。
　また、除雪アダプト事業については、２４自治会４０路線の支援を行い、集
落内生活道路等の冬期間の道路環境の確保を図った。
--------------------------------------------------------------------
　住宅支援事業については、好評で需要が高く移住定住の促進には最も有効で
ある。
　新年度からは、若者向け住宅支援事業と３世代同居支援事業を統合し、住民
ニーズにあった運用を行うこととした。
　冬季交通確保については、計画的な更新を行うと共にオペレーターの確保が
課題であるため時間単価、待機料等の契約条件の見直しが必要と考える。
　また、きめ細やかな除雪を行うため、除雪アダプト事業を推進するため予算
の確保を図ることが重要。

担当課
１次評価

点数

評価の理由・総合戦略における
目標値等達成状況（上段）

今後の展開、改善策、他プロジェクトとの
連携等今後の改善策（下段）

２次評価
点数

評価の理由・総合戦略における
目標値等達成状況（上段）

今後の展開、改善策、他プロジェクトとの
連携等今後の改善策（下段）

２．移住・定住促進プロジェクト 75.0 　メディカルタウン整備等のハード面、暮らしに直結する住宅支援施策
等のソフト面を両輪とした本町の事業は好意的に受け止められて進んで
きた。
----------------------------------------------------------------
　未来ビジョン後期基本計画及び第２期総合戦略に沿って施策を推進す
る。また、住民ニーズを拾い出して暮らしに役立つ施策を推進する。

プロジェクト名
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まちづくり課 81.3 　パークゴルフ場については、コロナ禍の中、一時、施設の休業の措置をとっ
たが、適切なコース管理に努め、近隣市町から高く評価され、目標を超える利
用者となった。また、施設周回コースでは、定期的にウォーキングを開催し、
健康づくりの場として利活用が図られている。
--------------------------------------------------------------------
　浴浴センターまどかやダリヤ園、森のマルシェや商業事業者等との連携を図
り、町内に回遊させる取り組みが必要である。

住民生活課 81.3 　健康子育て課保健師と連携を図り、精力的に実施してるが、被保険者は減少
しているものの医療費が相変わらず伸びており、県内でも上位に位置してい
る。
--------------------------------------------------------------------
　引き続き、健康子育て課と連携をとり、重症化予防に重点を置き事業を実施
していく。

福祉介護課 75.0 　住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう地域包括ケアシステムの構
築に取り組んでいるが、推進会議の活性化や２層の生活支援コーディネーター
の活動環境の整備が必要となっている。
--------------------------------------------------------------------
　関係機関（特に地区交流センター）との連携をより強めるとともに、各地区
の実態の実態に応じた手法により推進を図る。

健康子育て課 81.3 　コロナ禍であるが、健康づくり推進を図るため、重症化予防、早期治療・早
期発見に向け受診勧奨、ウォーキング事業の魅力づくりなどを強化・推進し
た。
--------------------------------------------------------------------
　各課実施事業と連携、または一体化したイベント、取り組みとすることで、
一層の健康づくり推進を図っていくる。

生涯学習課 81.3 　学びの場の提供や文化に触れ親しむ施策を生涯学習事業、芸術文化事業及び
フレンドリープラザ事業を通じて進めてきた。スポーツの普及・振興は、体育
協会（現スポーツ協会）及び総合型スポーツクラブの活動等と連携して推進
し、健やかな身体づくりに結び付いている。
--------------------------------------------------------------------
　町民の健康で心豊かな暮らしを推進するため、具体的な推進主体となるス
ポーツ協会、スポーツ団体、フレンドリープラザ、芸術文化協会等と連携しな
がら、学びの場と身体を動かす場・機会を提供する取り組みを進める。

　学び、健康、そして住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる包括
的な本町の仕組みが整えられている。
----------------------------------------------------------------
　引き続き、町民ニーズ、活動を展開している地域の団体や個人等をつ
なぎ、健康長寿で暮らしやすいまちづくりを進めていく。

評価の理由・総合戦略における
目標値等達成状況（上段）

今後の展開、改善策、他プロジェクトとの
連携等今後の改善策（下段）

２次評価
点数

評価の理由・総合戦略における
目標値等達成状況（上段）

今後の展開、改善策、他プロジェクトとの
連携等今後の改善策（下段）

プロジェクト名 担当課
１次評価

点数

３．生涯現役プロジェクト 75.0
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まちづくり課 75.0 　コロナ禍の中、啓発展示の取り組みは中止したが、感染予防対策を講じなが
ら男女共同参画講座を実施し、男性の家事や育児への参画等の意識啓発に努め
た。
　第4次男女共同参画計画をかわにし未来ビジョン後期基本計画の主要プロ
ジェクトに位置づけし、町民で構成する男女共同まちづくり会議との意見交換
を行いながら、具体的な施策推進としてアクションプランを策定した。
--------------------------------------------------------------------
　男女共同参画は、家庭、地域、職場等の社会全体における理解の浸透、醸成
が基本である。新たなアクションプランに基づき、町民の意識啓発を継続的に
取り組むとともに、情報交換やスキルアップ講座等の女性の活躍を後押しして
いく取り組みを進めていく。

住民生活課 81.3 　子どもの医療費の負担を行い、子育てしやすいまちづくりを行っている。
--------------------------------------------------------------------
　国、県に対し要望を行いながら継続していく必要がある。

福祉介護課 75.0 　虐待やＤＶの対応について、関係機関の連携により適切に行われている。
--------------------------------------------------------------------
　虐待やＤＶが行われないよう、防止や抑制を図る取り組みを強化する。

健康子育て課 81.3 　妊娠期からの切れ目ない支援を行うため、子育て世代包括支援センター業務
と子育て業務との連携により、各種事業を行った。
--------------------------------------------------------------------
　「第２期子ども・子育て支援事業計画」に基づき各種事業を推進していく。
　コロナ禍の影響の状況を注視し、必要に応じ見直し策を検討する。

産業振興課 68.8 　農業分野における女性の参画を促すための支援策として有効であるが、農業
経営への参画といったより積極的な視点での支援策、誘導策の検討が必要な状
況にあるため。
--------------------------------------------------------------------
　女性農業者のニーズの把握に努め、より効果的な支援策のあり方を検討しな
がら、女性の活躍、女性ならではの新たな農業経営の発展に向け支援していく
必要がある。

教育総務課 75.0 　放課後児童クラブの運営支援を展開し、子育て世代が仕事と子育てを両立し
やすい環境づくりを推進した。クラブ活動における支援数が１つ増え８支援と
なり、子育て支援の充実が図られた。
--------------------------------------------------------------------
　今後とも、「子ども・子育て支援事業計画」に沿った事業を推進するととも
に、ニーズ把握に努め、子育て支援の各種事業や制度の情報発信・周知を徹底
し、仕事と子育ての両立を一層サポートしていくことが求められる。

４．女性にやさしいまちづくり
プロジェクト

２次評価
点数

評価の理由・総合戦略における
目標値等達成状況（上段）

今後の展開、改善策、他プロジェクトとの
連携等今後の改善策（下段）

プロジェクト名 担当課
１次評価

点数

評価の理由・総合戦略における
目標値等達成状況（上段）

今後の展開、改善策、他プロジェクトとの
連携等今後の改善策（下段）

75.0 　男女共同参画の意識付けや社会的な弱者とした女性が地域で社会で活
動できる仕組みづくりを進めている。
----------------------------------------------------------------
　すでに１０代の教育現場段階では性差をなくしていく取り組みが進め
られているが、社会的には課題が多い状態となっている。このギャップ
には家庭、地域が連携して取り組むことが必要である。価値観の多様化
といわれて久しいが、地域の良き伝統や文化を残しつつ、移住定住先に
選ばれる地域社会構築に努める。
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